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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第112期中 第113期中 第114期中 第112期 第113期

会計期間

自令和５年
４月１日
至令和５年
９月30日

自令和６年
４月１日

至令和６年
９月30日

自令和７年
４月１日
至令和７年
９月30日

自令和５年
４月１日
至令和６年
３月31日

自令和６年
４月１日
至令和７年
３月31日

売上高 （百万円） 15,602 15,956 18,461 33,196 36,279

経常利益 （百万円） 2,534 2,403 3,478 5,573 6,357

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（百万円） 1,756 1,807 2,524 3,935 4,601

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 2,938 1,605 2,868 5,628 4,729

純資産額 （百万円） 30,815 34,882 40,576 33,505 38,005

総資産額 （百万円） 46,943 49,828 55,610 50,369 53,095

１株当たり純資産額 （円） 2,988.47 3,388.87 3,957.71 3,256.68 3,697.53

１株当たり中間（当期）純

利益
（円） 176.71 181.87 254.01 395.90 462.96

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 63.3 67.6 70.7 64.3 69.2

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 2,249 1,146 4,474 3,656 2,993

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 877 △451 △242 △1,800 1,323

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △1,124 △258 △326 △1,156 △284

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
（百万円） 18,760 17,957 25,630 17,598 21,739

従業員数 （人） 952 979 1,006 969 989

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第112期中 第113期中 第114期中 第112期 第113期

会計期間

自令和５年
４月１日
至令和５年
９月30日

自令和６年
４月１日

至令和６年
９月30日

自令和７年
４月１日
至令和７年
９月30日

自令和５年
４月１日
至令和６年
３月31日

自令和６年
４月１日
至令和７年
３月31日

売上高 （百万円） 10,632 10,977 12,837 23,618 24,958

経常利益 （百万円） 2,191 1,857 2,444 4,108 4,493

中間（当期）純利益 （百万円） 1,572 1,423 1,831 2,955 3,332

資本金 （百万円） 497 497 497 497 497

発行済株式総数 （株） 9,940,015 9,940,015 9,940,015 9,940,015 9,940,015

純資産額 （百万円） 19,631 22,281 26,241 21,265 24,265

総資産額 （百万円） 31,074 32,234 36,760 33,014 34,790

１株当たり配当額 （円） － － － 23.00 30.00

自己資本比率 （％） 63.2 69.1 71.4 64.4 69.7

従業員数
（人）

481 495 514 486 497

（外、平均臨時雇用者数） (15) (14) (15) (16) (14)

　（注）１．中間連結財務諸表を作成しており、中間財務諸表に1株当たり純資産額、1株当たり中間純利益及び潜在株式

調整後1株当たり中間純利益を注記していないため、1株当たり純資産額、1株当たり中間(当期)純利益及び潜在

株式調整後1株当たり中間(当期)純利益の記載を省略しております。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、重要な関係会社に異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　当社グループは、精密機器事業の単一セグメントであるため、事業部門別の従業員数を示すと、次のとおりであり

ます。

令和７年９月30日現在
 

事業部門の名称 製造部門 販売部門 管理部門 合計

従業員数（人） 569 248 189 1,006

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．臨時従業員の平均雇用人員は寡少でありますので、記載しておりません。

(2）提出会社の状況

　当社は、精密機器事業の単一セグメントであるため、事業部門別の従業員数を示すと、次のとおりであります。

令和７年９月30日現在
 

事業部門の名称 製造部門 販売部門 管理部門 合計

従業員数（人） 334（9） 125（1） 55（5） 514（15）

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(3）労働組合の状況

　労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当上期のわが国経済は、11月17日に内閣府から公表された2025年７月～９月期の実質GDP成長率（１次速報値）が

前期比マイナス0.4％（年率換算マイナス1.8％）となり、６四半期ぶりのマイナス成長に陥りました。これは、トラ

ンプ関税によるマイナス効果が本格的に表れたことや、2025年４月に施行された建築基準法等の改正による影響で住

宅投資が急減したことが主因と考えられます。一方で、高い賃上げ率やボーナス支給額の増加など、家計を取り巻く

所得環境は良好な状態が維持されました。今後、物価上昇率の鈍化に伴い消費者マインドの冷え込みが和らぎ、個人

消費は増加基調を維持すると見込まれます。

　また、給付金支給など政府の政策効果が一時的に個人消費を下支えし、企業の設備投資意欲も底堅さを保つと考え

られます。４月以降、米国のトランプ関税をめぐる日米関税交渉が本格化し、自動車や電子部品に対する追加関税を

交渉材料として、米国から貿易赤字是正を迫られました。当初、為替市場は日米関税交渉の行方を警戒し、一時は１

ドル140円を割り込む局面もありましたが、３か月の猶予期間が設けられたことで為替相場は持ち直し、１ドル145円

前後のレンジ相場が続きました。９月には日米財務相による共同声明が発表され、「公正な為替政策の推進」が強調

されるとともに、日本に対し為替介入を例外的に認める文言が盛り込まれたことから、投機筋の円売りポジションに

調整が入り、ドル円の上昇は一定程度抑制されました。

　当はかり業界におきましては、計量計測器の生産規模は前年同期に比べ、一般用は5.1％減少、工業用は13.0％増

加となり、機種別に違いはありますが全体として5.5％増加しました。多様化する計量計測ニーズに対応するため、

AI等の新技術の導入や活用促進が求められ、付加価値の高い製品への転換が迫られるなど、技術開発力の強化が必要

とされています。

 

２【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当中間連結会計期間における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の概要は次のとおりであります。

　①財政状態及び経営成績の状況

　当社グループは中期経営計画に基づき、引続きユーザーメリットを提供する製品及び事業の創造、グローバルな

事業展開による真の国際企業への脱皮、製品・業務・サービスの品質向上による安心安全の提供に努めてまいりま

した。

　その結果、当中間連結会計期間における売上高は18,461百万円（前年同期に比較して15.7％の増加）でした。利

益面につきましては経常利益3,478百万円（前年同期に比較して44.7％の増加）、親会社株主に帰属する中間純利

益は2,524百万円（前年同期に比較して39.7％の増加）となりました。

　また、当中間連結会計期間における受注額は19,411百万円（前年同期に比較して14.9％の増加）となりました。

 

 

製品種類別ごとの経営成績は次のとおりであります。

 

　産機製品

　国内市場では、トラックスケール、コンベヤスケール、コンスタントフィードウェアなどの主力製品は、更新需

要もあり例年並みの受注を確保できましたが、年度初めに予定していた大型案件が、機器費及び工事費の価格高騰

や、米国のトランプ関税による先行きの不透明感などを背景に、顧客の設備投資への意思決定が下期以降にずれ込

む傾向にありました。売上については、高速道路向け大型案件を予定通り計上することができ、前年同期比では増

加しました。

　海外市場では、インド向けのパッカースケールの販促活動が着実に実を結び、上期は年初計画通りの受注となり

ましたが、中国、台湾とタイを除く東南アジア向けの受注が低調でした。売上も、上期売上を予定していた大型案

件が、客先の建屋建設工事の遅れの影響で下期にずれ込みました。

　以上の結果、産機製品全体の売上高は、前年同期に対して60.7%の増加となりました。一方、受注高は前年同期

に対して17.9%の減少となりました。

 

 

　自動機器製品

　国内市場では、九州地区の食品市場対象の展示会「西日本食品産業創造展」、全国食品市場対象の展示会

「FOOMA JAPAN(国際食品工業展)」に出展したことで、新規および既存顧客から主力製品のデータウェイ、オート

チェッカ、ケースパッカーの引き合いを獲得し、受注に結びつけることができました。一方で、包装ラインの設備

全体が長納期化傾向にあり、当社の大口システム案件も納期が延び、売上高に影響を及ぼしました。

　海外市場では、米国のトランプ関税が市場全体の先行きの不透明感を強め、米国向けビジネスは影響を受けまし

たが、欧州、インド、中近東では活発に取引が進みました。

　以上の結果、自動機器製品全体の売上高は、前年同期に対して7.5%の増加となりました。受注高は前年同期に対

して25.3%の増加となりました。

 

 

　一般機器製品

　国内市場では、電子はかりはDP5700シリーズの新発売により、旧機種の更新提案を実施したことで受注は前年を

上回りました。卓上データウェイは粘着仕様モデルの発売に併せ、「西日本食品産業創造展」や「FOOMA JAPAN(国

際食品工業展)」にて食肉・惣菜業界へのPR深耕により受注を確保しました。売上は卓上データウェイで長納期案

件が多く、伸び悩みました。

　海外市場では、アメリカでの電子はかり拡大と全世界での卓上データウェイによる精肉・青果市場の攻略に取り

組んだ結果、受注は前年同期を大きく上回りました。売上は出荷が下期にずれ込んだものも多くありましたが、前

年同期を上回りました。

　以上の結果、一般機器製品全体の売上高は、前年同期に対して10.3%の増加となりました。受注高は前年同期に

対して14.5％の増加となりました。

 

 

　②キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は営業活動がプラス、

投資活動、財務活動がマイナスとなり、その結果、資金は前連結会計年度と比べ3,891百万円増加の25,630百万円

になりました。
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　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　当中間連結会計期間において、営業活動による資金は4,474百万円の増加（前中間連結会計期間は1,146百万円の

増加）となりました。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　当中間連結会計期間において、投資活動による資金は242百万円の減少（前中間連結会計期間は451百万円の減

少）となりました。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　当中間連結会計期間において、財務活動による資金は326百万円の減少（前中間連結会計期間は258百万円の減

少）となりました。
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　③生産、受注及び販売の実績

a.生産実績

　当中間連結会計期間における生産実績を製品の種類別に示すと、次のとおりであります。

製品の種類 生産高（百万円） 前年同期比（％）

産機製品 4,959 159.6

自動機器製品 12,816 120.3

一般機器製品 1,056 103.1

合計 18,831 127.3

　（注）金額は販売価格によっております。

b.受注実績

　当中間連結会計期間における受注実績を製品の種類別に示すと、次のとおりであります。

製品の種類 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前期末比（％）

産機製品 3,091 82.1 4,255 85.0

自動機器製品 14,918 125.3 7,673 125.5

一般機器製品 1,401 114.5 437 146.9

合計 19,411 114.9 12,367 108.3

c.販売実績

　当中間連結会計期間における販売実績を製品の種類別に示すと、次のとおりであります。

製品の種類 金額（百万円） 前年同期比（％）

産機製品 3,841 160.7

自動機器製品 13,357 107.5

一般機器製品 1,261 110.3

合計 18,461 115.7

　（注）主な相手先別の販売実績については、総販売実績に対する割合が100分の10以上の相手先がありませんので省略

しております。
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析の検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

①重要な会計方針並びに会計上見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社グループの中間連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されて

おります。中間連結財務諸表の作成にあたっては、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている部分があり、

資産・負債及び収益・費用に反映されております。見積り及び当該見積りに用いた仮定については、継続して評価

し、必要に応じて見直しを行っておりますが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果と異なる可能性があり

ます。

　当社グループの中間連結財務諸表で採用している重要な会計方針は「第５　経理の状況　１　中間連結財務諸

表等　(1)中間連結財務諸表」に記載しております。

 

②当中間連結会計期間の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

a.当中間連結会計期間の財政状態

　当中間連結会計期間の総資産は、前連結会計年度末に対し2,515百万円（4.7％）増加の55,610百万円となりま

した。

　流動資産は、前連結会計年度末に対し2,093百万円（4.7％）増加の46,974百万円となりました。流動資産項目

のうち、現金及び預金は3,822百万円（15.8％）増加の27,954百万円となりました。

　投資その他の資産は、前連結会計年度末に対し476百万円（10.3％）増加の5,116百万円となりました。

　固定資産合計では、前連結会計年度末に対し421百万円（5.1％）増加の8,636百万円となりました。

　当中間連結会計期間の負債合計は、前連結会計年度末に対し55百万円（0.4％）減少の15,034百万円となりま

した。

　当中間連結会計期間の純資産は、前連結会計年度末に対し2,570百万円（6.8％）増加の40,576百万円となり、

自己資本比率は、前連結会計年度末の69.2％から70.7％に良化しました。

b.当中間連結会計期間の経営成績

１．売上高

　当中間連結会計期間の経営成績は、売上高は前中間連結会計期間に対し2,505百万円（15.7％）増加の

18,461百万円となりました。

２．売上原価、販売費及び一般管理費

　売上原価は、前中間連結会計期間に対し1,785百万円（21.9％）増加の9,949百万円となり、売上高に対する

売上原価の比率は2.7ポイント悪化して53.9％となりました。

　販売費及び一般管理費は、251百万円（4.8％）増加の5,514百万円となりました。

　販売費及び一般管理費に含まれている試験研究費は、38百万円（7.2％）減少の497百万円となり、売上高に

対する比率は2.7％となりました。研究開発活動についての詳細は、「第２事業の状況　５研究開発活動」と

して開示しております。

３．営業利益

　営業利益は、前中間連結会計期間の2,530百万円に対し467百万円（18.5％）増加の2,997百万円となりまし

た。

４．営業外収益、営業外費用

　営業外収益は、前中間連結会計期間に対し287百万円（129.7％）増加の508百万円となりました。

　営業外費用は、前中間連結会計期間に対し319百万円（91.8％）減少の28百万円となりました。

５．経常利益

　経常利益は、前中間連結会計期間の2,403百万円に対し1,074百万円（44.7％）増加の3,478百万円となりま

した。

６．親会社株主に帰属する中間純利益

　親会社株主に帰属する中間純利益は、前中間連結会計期間の1,807百万円に対し717百万円（39.7％）増加の

2,524百万円となりました。
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③資本の財源及び資金の流動性

a.キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、キャッシュ・フローが営業活

動でプラス、投資活動、財務活動でマイナスとなり、その結果、資金は前連結会計年度末に比べ、3,891百万円

増加し、当中間連結会計期間末には25,630百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りであります。

 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益の3,473百万

円に加え、売上債権の減少で1,458百万円の増加要因があったことなどから4,474百万円の収入となりました。

前中間連結会計期間と比べて収入が3,327百万円増加しております。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出288百

万円があり、242百万円の支出となりました。前中間連結会計期間と比べて支出が209百万円減少しておりま

す。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払298百万円があり、326百

万円の支出となりました。前中間連結会計期間と比べて支出が68百万円増加しております。

 

b.財務政策

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、製造費、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。投

資を目的とした資金需要は、設備投資等によるものであります。

　当社グループは、事業運営上必要な資金の安定性を確保・維持することを基本方針としており、短期運転資金

については自己資金と金融機関からの短期借入を、設備投資や長期運転資金については自己資金と金融機関から

の長期借入を基本としております。
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４【重要な契約等】

　該当事項はありません。

５【研究開発活動】

　産業機械の分野においては、新コンセプトによる新型トラックスケール、重袋用新型パッカースケールの開発を行い

ました。

自動機器の分野においては、自動補足式はかりでは定量小型計量装置などのアプリケーションの開発を完了し販売を開

始しました。組合せはかりでは、麺用データウェイをはじめとして、特殊業界向け専用機の拡充を進めました。

一般機器の分野においては、業務用体重計、低床型フロアスケール、小容量防塵防水デジタル上皿はかり、粘着物対応

卓上データウェイ、低コスト型卓上データウェイの開発を行いました。

 

以上、社会的貢献を果たすため、当中間連結会計期間は497百万円の研究開発投資と50名の開発人員で研究開発に取り

組みました。

事業部門の研究開発活動を示すと次の通りであります。

 

・産業機械

安全輸送機器の周辺装置として、ナンバー自動読み取りシステムの開発を完了し、販売を開始しました。その他、新機

能を装備した新型トラックスケールの開発を進めています。

充填用計量機として、各種被計量物に対応できるように構造を見直した重袋用新型パッカースケールの開発を進めてい

ます。

 

・自動機器

自動補足式はかりのアプリケーションとしてコンベア式の定量小型計量装置を展示会に出展し多くの引き合いを得るこ

とが出来ました。引き続き、計量対象の拡大に取り組んでいます。

組合せはかりでは、特殊業界向け計量機である麺用計量機の開発を完了し、販売を展開しています。また、実際に納品

したお客様のHPでも紹介いただき、高く評価いただきました。更に計量が困難な麺の引き合いに対応するため、新機能の

開発に取り組んでいます。

 

・一般機器

取引証明に使用できる業務用体重計DP-8700PWは型式承認も完了し販売を開始しました。台車で計量可能な低床型フロ

アスケールPL-MLC11、小容量防塵防水デジタル上皿はかりLBS-100Wも開発が進み、順次販売出来るように準備を進めてい

ます。粘着物対応の自動排出機構付き卓上データウェイの開発は完了し販売を開始しました。また、青果物対応の低コス

ト型自動排出機構付き卓上データウェイは、開発がほとんど完了し販売準備を進めています。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。

　また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

 

EDINET提出書類

大和製衡株式会社(E02290)

半期報告書

12/47



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（令和７年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（令和７年12月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,940,015 9,940,015 非上場
単元株式数

1,000株

計 9,940,015 9,940,015 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額（百万
円）

資本準備金残
高（百万円）

 令和７年４月１日～

 令和７年９月30日
－ 9,940 － 497 － 0
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（５）【大株主の状況】

  令和７年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

川西　能久 兵庫県西宮市 1,250 12.58

川西　勝三 兵庫県西宮市 523 5.27

川西　多美 兵庫県芦屋市 517 5.21

川西　央也 神戸市東灘区 515 5.18

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 490 4.93

（一財）川西報公会 兵庫県明石市茶園場町８番27号 490 4.93

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 400 4.02

川西　康夫 東京都品川区 342 3.44

川西倉庫㈱ 神戸市兵庫区七宮町１丁目４番16号 296 2.98

㈱みなと銀行 神戸市中央区三宮町２丁目１番１号 249 2.52

計 ─ 5,074 51.05

（注）１．所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

２．所有株式数の割合は小数点第３位を切り捨てて表示しております。

３．所有株式数の計は千株未満を切り捨てて表示しております。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和７年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,858,000 9,858 －

単元未満株式 普通株式   82,015 － －

発行済株式総数 9,940,015 － －

総株主の議決権 － 9,858 －

 

②【自己株式等】

令和７年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について
(1）当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第４編の規定により第２種中間連結財務諸表を作成しております。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第

１編及び第４編の規定により第２種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（令和７年４月１日から令和７年

９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（令和７年４月１日から令和７年９月30日まで）の中間財務諸

表について、ひびき監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(令和７年３月31日)

当中間連結会計期間
(令和７年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 24,132 27,954

受取手形、売掛金及び契約資産 8,672 7,157

棚卸資産 10,561 10,582

その他 1,666 ※２ 1,426

貸倒引当金 △151 △146

流動資産合計 44,881 46,974

固定資産   

有形固定資産 ※１ 3,010 ※１ 3,007

無形固定資産 563 512

投資その他の資産   

投資有価証券 4,043 4,676

繰延税金資産 445 296

その他 150 143

投資その他の資産合計 4,639 5,116

固定資産合計 8,214 8,636

資産合計 53,095 55,610

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,083 5,656

短期借入金 1,800 1,800

未払金 175 166

未払法人税等 784 794

未払費用 1,378 1,278

製品保証引当金 79 77

契約負債 2,405 2,830

その他 234 ※２ 321

流動負債合計 12,941 12,924

固定負債   

退職給付に係る負債 1,337 1,323

役員退職慰労引当金 576 583

その他 234 203

固定負債合計 2,148 2,110

負債合計 15,089 15,034

純資産の部   

株主資本   

資本金 497 497

資本剰余金 31 31

利益剰余金 32,788 35,015

株主資本合計 33,317 35,543

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 529 971

為替換算調整勘定 2,845 2,793

退職給付に係る調整累計額 61 30

その他の包括利益累計額合計 3,436 3,796

非支配株主持分 1,252 1,236

純資産合計 38,005 40,576

負債純資産合計 53,095 55,610
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　令和７年４月１日
　至　令和７年９月30日)

売上高 15,956 18,461

売上原価 8,163 9,949

売上総利益 7,793 8,512

販売費及び一般管理費 ※１ 5,262 ※１ 5,514

営業利益 2,530 2,997

営業外収益   

受取利息 72 77

受取配当金 34 40

為替差益 － 223

持分法による投資利益 38 40

その他 75 125

営業外収益合計 221 508

営業外費用   

支払利息 6 12

為替差損 329 －

その他 11 16

営業外費用合計 347 28

経常利益 2,403 3,478

特別利益   

有形固定資産売却益 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失   

有形固定資産除却損 1 4

有形固定資産売却損 － 0

特別損失合計 1 4

税金等調整前中間純利益 2,402 3,473

法人税、住民税及び事業税 655 915

法人税等調整額 △5 △40

法人税等合計 650 874

中間純利益 1,752 2,598

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
△55 74

親会社株主に帰属する中間純利益 1,807 2,524
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　令和７年４月１日
　至　令和７年９月30日)

中間純利益 1,752 2,598

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △182 442

為替換算調整勘定 1 △130

退職給付に係る調整額 △30 △30

持分法適用会社に対する持分相当額 64 △11

その他の包括利益合計 △146 269

中間包括利益 1,605 2,868

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 1,542 2,884

非支配株主に係る中間包括利益 63 △15
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

   （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 497 31 28,415 28,943

当中間期変動額     

剰余金の配当   △228 △228

親会社株主に帰属する中間
純利益   1,807 1,807

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

   －

当中間期変動額合計 － － 1,579 1,579

当中間期末残高 497 31 29,994 30,522

 

      

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調整累

計額
その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 638 2,729 60 3,427 1,133

当中間期変動額      

剰余金の配当      

親会社株主に帰属する中間
純利益      

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

△182 △52 △30 △265 63

当中間期変動額合計 △182 △52 △30 △265 63

当中間期末残高 455 2,676 30 3,162 1,197

 

  

 純資産合計

当期首残高 33,505

当中間期変動額  

剰余金の配当 △228

親会社株主に帰属する中間
純利益

1,807

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

△201

当中間期変動額合計 1,377

当中間期末残高 34,882
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当中間連結会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

   （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 497 31 32,788 33,317

当中間期変動額     

剰余金の配当   △298 △298

親会社株主に帰属する中間
純利益   2,524 2,524

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

   －

当中間期変動額合計 － － 2,226 2,226

当中間期末残高 497 31 35,015 35,543

 

      

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調整累

計額
その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 529 2,845 61 3,436 1,252

当中間期変動額      

剰余金の配当      

親会社株主に帰属する中間
純利益      

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

442 △52 △30 359 △15

当中間期変動額合計 442 △52 △30 359 △15

当中間期末残高 971 2,793 30 3,796 1,236

 

  

 純資産合計

当期首残高 38,005

当中間期変動額  

剰余金の配当 △298

親会社株主に帰属する中間
純利益

2,524

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

343

当中間期変動額合計 2,570

当中間期末残高 40,576
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　令和７年４月１日
　至　令和７年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 2,402 3,473

減価償却費 306 323

持分法による投資損益（△は益） 12 5

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5 △1

製品保証引当金の増減額（△は減少） △32 △2

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △61 △57

受取利息及び受取配当金 △107 △118

支払利息 6 12

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17 6

有形固定資産売却損益（△は益） △0 0

売上債権の増減額（△は増加） 2,225 1,458

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,489 △81

その他の流動資産の増減額（△は増加） 270 263

仕入債務の増減額（△は減少） △1,296 △380

前受金の増減額（△は減少） △76 402

その他の流動負債の増減額（△は減少） △277 △16

その他 0 0

小計 1,905 5,288

利息及び配当金の受取額 107 118

利息の支払額 △6 △12

法人税等の支払額 △860 △920

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,146 4,474

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △252 △288

有形固定資産の売却による収入 6 5

無形固定資産の取得による支出 △42 △31

投資有価証券の取得による支出 △5 △4

定期預金の預入による支出 △4,532 △2,323

定期預金の払戻による収入 4,402 2,392

その他 △27 8

投資活動によるキャッシュ・フロー △451 △242

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △228 △298

その他 △29 △28

財務活動によるキャッシュ・フロー △258 △326

現金及び現金同等物に係る換算差額 △77 △13

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 359 3,891

現金及び現金同等物の期首残高 17,598 21,739

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 17,957 ※１ 25,630

 

EDINET提出書類

大和製衡株式会社(E02290)

半期報告書

22/47



【注記事項】

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　9社

主要な連結子会社の名称

ヤマトハカリ計装㈱

ヤマトハカリシステム㈱

上海大和衡器有限公司

ヤマトスケール有限会社

ヤマトコーポレーション

(2）非連結子会社名

　ヤマトスケールメキシコ

　有限責任会社ヤマトスケール（ロシア）

　ヤマトスケール（タイランド）

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社３社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数　1社

金龍ヤマト製衡㈱

(2）持分法を適用していない非連結子会社（ヤマトスケールメキシコ、有限責任会社ヤマトスケール（ロシア）、ヤ

マトスケール（タイランド））及び関連会社（仙台ヤマトハカリ㈱、㈱陽仁）は、中間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

(3）持分法適用会社のうち、決算日が中間連結決算日と異なる会社については、各社の中間会計期間に係る中間財務

諸表を使用しております。

３　連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社のうち上海大和衡器有限公司の中間決算日は、6月30日であります。

　中間連結財務諸表の作成に当たっては、中間決算日現在の中間財務諸表を使用しております。ただし、当該中間決

算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４　会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）を採用

しております。

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産

製品・原材料は移動平均法による原価法、仕掛品は個別法による原価法（いずれも貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

③　デリバティブ

時価法
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用し、在外連結子会社は定額法を採用しております。

　ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに平成28年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。

建物及び構築物 3～50年

機械装置及び運搬具 4～ 7年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内おける利用可能期間（５年）に

基づいております。

③リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等、特定

の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　製品保証引当金

　販売した製品の品質保証に係る費用の発生に備えるため、当該費用の発生額を個別に見積もれるものは、個別

見積りにより、個別に見積もれないものは、売上高に対する過去の実績率に基づき見積計上しております。

③　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規定に基づく当中間連結会計期間末要支給額を計上してお

ります。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、翌連結会計年度に費用処理しております。

③　小規模企業における簡便法の採用

　一部の国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る当中間連結会計期

間末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　また、一部の国内連結子会社は、確定拠出年金制度を採用しております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　当社および連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行業務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①　製品の販売

　当社グループは、はかり製品の製造及び販売を行っております。このような製品の販売については、契約条件

に照らし合わせて顧客が製品に対する支配を獲得したと認められる時点が契約の履行義務の充足時期であり、顧

客への製品の到着時、検収時や貿易上の諸条件等に基づき収益を認識しております。なお、国内の据付を伴わな

い販売については、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから、

出荷時点で収益を認識しております。

②　製品の修理等のサービス

　当社グループは、製品の修理等のサービスを行っております。このような修理等のサービスについては、役務

の提供の完了時点が履行義務の充足時期であり、当該時点において収益を認識しております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を充たしている為替予約等については、振当処理

を適用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　当中間連結会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

　ヘッジ手段…為替予約

　ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上債権

③　ヘッジ方法

　内部規定に基づき、為替変動リスクをヘッジする目的で行っております。
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④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を完全に相

殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判断は省略しております。

(7）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度
（令和７年３月31日）

当中間連結会計期間
（令和７年９月30日）

7,817百万円 7,717百万円

 

※２　消費税等の取扱い

　当中間連結会計期間において、仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しい

ため、流動資産の「その他」及び流動負債の「その他」に含めて表示しております。

 

　３　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（令和７年３月31日）
当中間連結会計期間
（令和７年９月30日）

受取手形割引高 18百万円 2百万円

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　令和６年４月１日
　　至　令和６年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　令和７年４月１日
　　至　令和７年９月30日）

給料 1,984百万円 1,908百万円

退職給付費用 43 48

役員退職慰労引当金繰入額 26 6

試験研究費 535 497

貸倒引当金繰入額 6 2
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首株式
数（株）

当中間連結会計期間増加
株式数（株）

当中間連結会計期間減少
株式数（株）

当中間連結会計期間末株
式数（株）

発行株式数     

　普通株式 9,940,015 － － 9,940,015

合計 9,940,015 － － 9,940,015

（注）自己株式はありません。

２．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

令和６年６月27日

定時株主総会
普通株式 228 23 令和６年３月31日 令和６年６月28日

 

当中間連結会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首株式
数（株）

当中間連結会計期間増加
株式数（株）

当中間連結会計期間減少
株式数（株）

当中間連結会計期間末株
式数（株）

発行株式数     

　普通株式 9,940,015 － － 9,940,015

合計 9,940,015 － － 9,940,015

（注）自己株式はありません。

２．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

令和７年６月27日

定時株主総会
普通株式 298 30 令和７年３月31日 令和７年６月28日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記

のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和６年４月１日
至　令和６年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　令和７年４月１日
至　令和７年９月30日）

現金及び預金勘定 22,490百万円 27,954百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △4,532 △2,323

現金及び現金同等物 17,957 25,630

 

（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

（１）リース資産の内容

　有形固定資産

機械装置及び運搬具であります。

（２）リース資産の減価償却の方法

　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計方針に関する事項（２）重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

（金融商品関係）

１.金融商品の時価等に関する事項

　中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。

 

前連結会計年度（令和７年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

投資有価証券 2,730 2,730 －

資産計 2,730 2,730 －

 

当中間連結会計期間（令和７年９月30日）

 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

投資有価証券 3,381 3,381 －

資産計 3,381 3,381 －

（注１）「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」、および「短期借入金」

については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しており

ます。なお、市場価格のない株式等は上表には含めておりません。（（注２）参照）

 

（注２）市場価格のない株式等
 

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（令和７年３月31日）
当中間連結会計期間
（令和７年９月30日）

非上場株式等 1,312 1,295
 
 

２.金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に

関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して

おります。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の

対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイ

ンプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

 

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレ

ベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価をもって中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上している金融商品

　前連結会計年度（令和７年３月31日）

 

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券 2,730 － － 2,730

資産計 2,730 － － 2,730

 

　当中間連結会計期間（令和７年９月30日）

 

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券 3,381 － － 3,381

資産計 3,381 － － 3,381

 

(2）時価をもって中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上している金融商品以外の金融商品

　該当事項はありません。

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１

の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

その他有価証券

前連結会計年度（令和７年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの

株式

 

 

1,381

 

 

418

 

 

962

小計 1,381 418 962

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの

株式

 

 

1,349

 

 

1,542

 

 

△193

小計 1,349 1,542 △193

合計 2,730 1,961 769

 

当中間連結会計期間（令和７年９月30日）

区分
中間連結貸借対照表計
上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

中間連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの

株式

 

 

3,374

 

 

1,958

 

 

1,415

小計 3,374 1,958 1,415

中間連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの

株式

 

 

7

 

 

7

 

 

△0

小計 7 7 △0

合計 3,381 1,965 1,415

 

（注）　前連結会計年度及び当中間連結会計期間において、減損処理を行った有価証券はありません。

　なお、減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50%程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ております。

 

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上しているもの

当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　令和７年４月１日
至　令和７年９月30日）

期首残高 45百万円 45百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 － －

時の経過による調整額 － －

資産除去債務の履行による減少額 － －

その他増減額（△は減少） － －

中間期末（期末）残高 45 45

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益の分解情報

 

前中間連結会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

　当社グループは精密機器事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益の内訳は以下のとおりで

す。

製品の種類 金額（百万円）

産機製品 2,391

自動機器製品 12,420

一般機器製品 1,144

顧客との契約から生じる収益 15,956

その他の収益 －

外部顧客への売上高 15,956

 

当中間連結会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

　当社グループは精密機器事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益の内訳は以下のとおりで

す。

製品の種類 金額（百万円）

産機製品 3,841

自動機器製品 13,357

一般機器製品 1,261

顧客との契約から生じる収益 18,461

その他の収益 －

外部顧客への売上高 18,461
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

当社グループは、精密機器事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

当社グループは、精密機器事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

　１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　２．地域ごとの情報

　(1）売上高

（単位：百万円）

 日本 北米 欧州 東・東南アジア その他の地域 合計

4,333 4,275 3,567 1,963 1,817 15,956

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

 日本 米国 欧州 東・東南アジア その他の地域 合計

1,302 1,071 157 286 3 2,821

 

３．主要な顧客ごとの情報

　中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客がいないため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

　１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　２．地域ごとの情報

　(1）売上高

（単位：百万円）

 日本 北米 欧州 東・東南アジア その他の地域 合計

6,853 4,672 3,458 1,752 1,724 18,461

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

 日本 米国 欧州 東・東南アジア その他の地域 合計

1,381 1,179 183 259 3 3,007

 

３．主要な顧客ごとの情報

　中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客がいないため、記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

大和製衡株式会社(E02290)

半期報告書

31/47



【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

該当事項はありません。

 

 

当中間連結会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

該当事項はありません。

 

 

当中間連結会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間連結会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

該当事項はありません。

 

 

当中間連結会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（令和７年３月31日）
当中間連結会計期間
（令和７年９月30日）

１株当たり純資産額 3,697.53円 3,957.71円

 

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　令和６年４月１日
至　令和６年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　令和７年４月１日
至　令和７年９月30日）

１株当たり中間純利益 181.87円 254.01円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 1,807 2,524

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
1,807 2,524

普通株式の期中平均株式数（株） 9,940,015 9,940,015

　（注）潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり中間純利益は記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(令和７年３月31日)
当中間会計期間
(令和７年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,831 15,466

受取手形、売掛金及び契約資産 8,589 7,900

棚卸資産 6,285 6,139

その他 660 ※１ 397

貸倒引当金 △19 △19

流動資産合計 28,348 29,884

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 495 524

構築物（純額） 85 85

機械及び装置（純額） 135 111

車両運搬具（純額） 48 43

工具、器具及び備品（純額） 375 375

土地 160 160

建設仮勘定 － 20

有形固定資産合計 1,301 1,321

無形固定資産 285 262

投資その他の資産   

投資有価証券 2,766 3,416

関係会社株式 242 242

関係会社出資金 1,277 1,277

繰延税金資産 453 246

その他 115 109

投資その他の資産合計 4,855 5,292

固定資産合計 6,442 6,876

資産合計 34,790 36,760

負債の部   

流動負債   

支払手形 2,309 2,008

買掛金 2,167 2,002

短期借入金 1,800 1,800

未払金 82 58

未払費用 695 635

未払法人税等 668 668

契約負債 665 1,269

預り金 31 27

製品保証引当金 39 37

流動負債合計 8,460 8,507

固定負債   

退職給付引当金 1,399 1,340

役員退職慰労引当金 576 583

資産除去債務 45 45

その他 42 42

固定負債合計 2,064 2,012

負債合計 10,525 10,519
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(令和７年３月31日)
当中間会計期間
(令和７年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 497 497

資本剰余金   

資本準備金 0 0

資本剰余金合計 0 0

利益剰余金   

利益準備金 124 124

その他利益剰余金   

別途積立金 15,610 17,010

繰越利益剰余金 7,511 7,645

利益剰余金合計 23,246 24,779

株主資本合計 23,743 25,277

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 521 963

評価・換算差額等合計 521 963

純資産合計 24,265 26,241

負債純資産合計 34,790 36,760
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②【中間損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間会計期間

(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

当中間会計期間
(自　令和７年４月１日
　至　令和７年９月30日)

売上高 10,977 12,837

売上原価 6,726 8,228

売上総利益 4,251 4,609

販売費及び一般管理費 2,562 2,555

営業利益 1,688 2,053

営業外収益 ※１ 294 ※１ 407

営業外費用 ※２ 124 ※２ 16

経常利益 1,857 2,444

税引前中間純利益 1,857 2,444

法人税、住民税及び事業税 388 608

法人税等調整額 45 4

法人税等合計 434 613

中間純利益 1,423 1,831
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

       （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 497 0 0 124 14,210 5,807 20,142 20,639

当中間期変動額         

別途積立金の積立     1,400 △1,400 － －

剰余金の配当      △228 △228 △228

中間純利益      1,423 1,423 1,423

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

        

当中間期変動額合計 － － － － 1,400 △205 1,194 1,194

当中間期末残高 497 0 0 124 15,610 5,602 21,336 21,834

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 626 626 21,265

当中間期変動額    

別途積立金の積立   －

剰余金の配当   △228

中間純利益   1,423

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

△179 △179 △179

当中間期変動額合計 △179 △179 1,015

当中間期末残高 446 446 22,281
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当中間会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

       （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 497 0 0 124 15,610 7,511 23,246 23,743

当中間期変動額         

別途積立金の積立     1,400 △1,400 － －

剰余金の配当      △298 △298 △298

中間純利益      1,831 1,831 1,831

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

        

当中間期変動額合計 － － － － 1,400 133 1,533 1,533

当中間期末残高 497 0 0 124 17,010 7,645 24,779 25,277

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 521 521 24,265

当中間期変動額    

別途積立金の積立   －

剰余金の配当   △298

中間純利益   1,831

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

442 442 442

当中間期変動額合計 442 442 1,975

当中間期末残高 963 963 26,241
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１　資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており

ます。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

(2)棚卸資産

　製品・原材料は移動平均法による原価法、仕掛品は個別法による原価法（いずれも貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　　時価法

３　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法(ただし平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　建物　　　　　　　　　　　5～50年

　　　機械及び装置　　　　　　　　　7年

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3)リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４　引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)製品保証引当金

　販売した製品の品質保証に係る費用の発生に備えるため、当該費用の発生額を個別に見積もれるものは、個別見

積もりにより、個別に見積もれないものは、売上高に対する過去の実績率に基づき見積計上しております。

(3)退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

　①　退職給付見込額の期間帰属方法

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間会計期間末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

　②　数理計算上の差異の費用処理方法

　　数理計算上の差異は、翌事業年度に費用処理しております。

(4)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規定に基づく中間期末要支給額を計上しております。

５　収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行業務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①　製品の販売

　当社は、はかり製品の製造及び販売を行っております。このような製品の販売については、契約条件に照らし合

わせて顧客が製品に対する支配を獲得したと認められる時点が契約の履行義務の充足時期であり、顧客への製品の

到着時、検収時や貿易上の諸条件等に基づき収益を認識しております。なお、国内の据付を伴わない販売について

は、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから、出荷時点で収益を

認識しております。

 

②　製品の修理等のサービス
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　当社は、製品の修理等のサービスを行っております。このような修理等のサービスについては、役務の提供の完

了時点が履行義務の充足時期であり、当該時点において収益を認識しております。
６　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を充たしている為替予約等については、振当処理を適
用しております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　当中間会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。
　ヘッジ手段…為替予約
　ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上債権
③　ヘッジ方針
　内部規定に基づき、為替変動リスクをヘッジする目的で行っております。
④　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を完全に相殺す
るものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判断は省略しております。

７　その他中間財務諸表作成のための重要な事項

退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、中間連結財務諸表におけるこれらの会計

処理の方法と異なっております。

 

（中間貸借対照表関係）

※１　消費税等の取扱い

　当中間会計期間において仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示しております。

 

　２　受取手形割引高

 
前期末会計年度

（令和７年３月31日）
当中間会計期間

（令和７年９月30日）

受取手形割引高 18百万円 2百万円

 

（中間損益計算書関係）

※１　営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和６年４月１日
至　令和６年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和７年４月１日
至　令和７年９月30日）

受取利息 0百万円 4百万円

受取配当金 262 310

為替差益 － 49

 

※２　営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和６年４月１日
至　令和６年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和７年４月１日
至　令和７年９月30日）

支払利息 5百万円 8百万円

為替差損 107 －

 

　３　減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自　令和６年４月１日
至　令和６年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和７年４月１日
至　令和７年９月30日）

有形固定資産 151百万円 163百万円

無形固定資産 50 54
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（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式で市場価格のあるものはありません。

（注）市場価格のない子会社株式及び関連会社株式の中間貸借対照表（貸借対照表）計上額

 

  （単位：百万円）

 
前事業年度

（令和７年３月31日現在）
当中間会計期間

（令和７年９月30日現在）

子会社株式 193 193

関連会社株式 49 49

合計 242 242

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、中間連結財務諸表を作成しているため、注記を省略しており

ます。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第113期）（自 令和６年４月１日 至 令和７年３月31日）令和７年６月27日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 
 

   令和７年12月25日

大和製衡株式会社    

 取締役会　御中  

 

 ひびき監査法人  

 大阪事務所  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 藤田　貴大

 

 業務執行社員  公認会計士 細谷　明宏

 
 

中間監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大和製衡株式会社の令和７年４月１日から令和８年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（令和７年４月

１日から令和７年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、大和製衡株式会社及び連結子会社の令和７年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（令和７年４月１日から令和７年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、

我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の

倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸

表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を

作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に

関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投

資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別

に又は集計すると、中間連結財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると

判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部

が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、

分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。
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・　中間連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情報の表

示に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間連結財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中

間連結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに

入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連

結財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手するために、中間連結財務諸表の中間監査を計画し実施する。監査人は、中間連結財務諸表の中間監査に関する

指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で中間監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

　（注）１．上記の中間監査報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

 
 

   令和７年12月25日

大和製衡株式会社    

 取締役会　御中  

 

 ひびき監査法人  

 大阪事務所  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 藤田　貴大

 

 業務執行社員  公認会計士 細谷　明宏

 
 

　中間監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大和製衡株式会社の令和７年４月１日から令和８年３月31日までの第114期事業年度の中間会計期間（令和７年４月

１日から令和７年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、大和製衡株式会社の令和７年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（令和７年４月１日か

ら令和７年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集

計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省

略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手

続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連

する内部統制を検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎

となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

　（注）１．上記の中間監査報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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